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結語
序
土地の再評価に関する法律（法律第34号平成10年３月31日）の施行を受け，
(目的）「法人の所有している事業用土地の再評価に関し，必要な事項を定め
ることにより，金融の円滑に資するに寄与することを目的とすることとした｡」
とされ，特に施行上の重点は「金融の円滑に資する」にあって，具体的には
｢事業用土地」の再評価による再評価差額金と公表財務諸表による情報開示
を，特に非償却性資産に限定して対応したのである。その結果，例えば再評
価差額は昭和ゴム㈱についてみると
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１．財務諸表
(1)貸借対照表 (単位千円）
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再評価前の土地の帳簿価額8,936万円が再評価後の帳簿価額では，５７億
2,742万円となり，再評価差額金は，５６億3,805万円を計上することとなった。
貸借対照表上において，再評価差額~特に非償却性資産の再評価差額一
一は貸借対照表上において，その本質又表示方法の如何を問わず，ある種の
限定の下において，企業の実態を開示することとなる。すなわち再評価によ
る差額は（一）期間計算を前提とした会計システム上において，期間を超え
た計算構造に内包され，再評価差額それ自体名目的な計算上の差額を示すに
すぎないのである。他は，取得原価主義会計の下における取引の歴史的な過
程における投下資金の集積として，－超期間的な認識の上に立脚した各勘
定残高（土地勘定の残高）を構成する会計システムに対し，企業財務の実
態を正確に開示するための再評価による時価を以って貸借対照表上に開示す
る財務効果と企業実態についての,情報開示機能を併せ有することとなるので
ある。
当該稿は土地の再評価による経営財務上の効果と機能について，「土地の
再評価に関する法律」との関連の下に論ずろ。
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再評価（大野）
1．土地の再評価に関する法律と会計
土地の再評価に関する法律に内包される会計に係わる問題として，（－）
土地の再評価と再評価の方法に係わる問題，（二）再評価差額金の貸借対照
表への計上がある（再評価差額金の会計上の本質に係わる問題がある｡）
土地の再評価と再評価方法については，同法は一定の客観性と価額水準
(統一性）の確保の観点より，同法施行令第２条において，(1)地価公示法
(昭和44年法律第49号）(2)国土利用計画法施行令（昭和49年政令第387号(3)地
方税法（昭和25年法律第226号）(4)地価税法（平成３年法律第69号）
(5)不動産鑑定士又は不動産鑑定士補による鑑定評価等が上げられ土地の再
評価方法とし五者択一による再評価方法を列挙している。かかるいずれかの
方法による土地の取得価額の再評価による再評価額をもって帳簿価額とする
と定めているのである。
再評価による測定方法のそれぞれの手法による再評価額は，必ずしも同一
額を以って算出されないという欠点が存する。が土地の再評価における統
一的同質性という観点から，列挙された手法に準拠する妥当性の優位が認め
られるのである。唯再評価の対象の限定一事業用土地のみを－又同法
３条規定「次に掲げる法人で事業用土地を所有するものは…（－）株式会社
の監査等に関する商法の特例に関する法律（昭和49年法律第22号）第２条に
規定する株式会社（同条の規定を他の法律において準用することにより会計
監査人の監査を受けなければならないとされている法人を含む）（二）信用
金庫及び信用金庫連合会（三）～（八）水産業協同組合法第93条第１項第
２号の事業を行う水産加工業組合連合会，と規定列挙し，事業用土地の所有
者に限定を加えた規制となっている。かかる再評価の対象の限定と所有者の
限定は会計規制としての企業会計原則（二）一般に公正妥当と認められた
ところを要約したものであって，必ずしも法令によって強制されないでも，
すべての企業がその会計処理するに当たって従わなければならない基準であ
る。と規定される趣旨に適合しない規定となっているといっても過言ではな
い。
一方，土地の再評価は，取得価額を基礎とした会計システム内における土
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地（事業用土地）勘定（総勘定元帳）及び貸借対照表上における土地の取得
価額は投下資金量の累計の貸借差額として認識され，その結果土地（事業用
土地）の帳簿価額（投下資金量）と土地の実勢価額（時価）間に再評価によ
る再評価差額の生成をみるに至った。
かかる事業用土地の再評価は土地勘定の分析による財務諸表上の土地価額
の実態情報の開示効果を示すこととなるが，財務内容においては再評価差額
の域内での変化として，形式的（名目的）範祷に止まると考えられる。一方，
事業用土地の再評価による再評価差額は例えば，銀行業に対する社会的規制
との関係の下に関与する効果（ＢＩＳ規制およびそれに倣った金融監督法上の
自己資本比率規制を充すという効果）や企業外部者等に対する投資意思決定
指標としての土地情報の実態開示効果が期待されることとなる。但，事業用
土地の再評価による再評価差額（再評価額一取得価額）は期間計算を前提と
する会計システム内において，具体的には保有資産に対する未実現評価益で
あって，事業用土地勘定及び貸借対照表上において，再評価差額は計数上の
名目的な効果として機能するものと解されるべきであろう。
2．土地の再評価に関する法律と経営財務
「土地の再評価に関する法律」第２条３「この法律において再評価額とは，
再評価により事業用土地の帳簿価額が改訂される場合における当該改訂後の
帳簿価額をいう」又再評価差額金とは，同法第７条「第３条第１項の規定に
より再評価を行った法人は，当該再評価を行った事業用土地の再評価額から
当該事業用土地の再評価の直前の帳簿価額を控除した金額を再評価差額金と
して，政令の定めるところにより貸借対照表に計上しなければならない」と
述べている。
土地（事業用土地）の再評価による再評価差額は，経営財務の観点から
(一）再評価差額の経営財務効果，（二）再評価差額の経営財務機能の問題が
ある。
再評価差額の経営財務効果は，換言すると，土地の再評価による経営財務
に与える効果として認識される。又事業用土地に限定された再評価額は，土
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地の本質的属性として，非償却性資産の再評価による差額として位置づけら
れる。土地再評価による差額は，経営財務における資金調達効果として認識
され，貸借対照表により例示すると，
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貸借対照表上の再評価後（1500）と再評価前（1,000)，差額（500）が土
地の再評価差額として認識されるのであるが，（500）の純増額の調達源泉は
土地の評価替による増価分として，名目的な資金調達の域に止まるのである。
それ故，土地の再評価差額は企業の経済活動過程における資金の循環過程枠
外の企業内部取引として認識される評価増である。一方，土地の再評価によ
る評価差額は株主資本の増額を示すと同時に土地の帳簿価額の評価替は，貸
借対照表上の当該科目の実態の開示効果を示すこととなる。
一方，土地の再評価差額の経営財務機能は，土地の再評価差額の経営財務
上の運用効果に係わる問題として提起される。土地の再評価差額は基本的に
は会計システムに依拠した財務諸表上の会計数値の取得原価主義に根拠を求
め，費用配分原理思考の下に期間計算として構築されている。例えば土地
(事業用土地）は,それぞれの取得時価額の累計として記録され土地の本質
的属性としての非償却性の下に期間損益計算構造から離脱した永久資産とし
て位置付けられ，又土地価額は各取得時価額の累積として－投下資金の総
額を表示しているに過ぎない。それ故かかる土地の再評価差額は土地の取得
価額（帳簿価格）と実態価額の差額を意味し，土地の再評価に由因した差額
である。土地の取得価額に再評価差額を加算された価額は土地価額の実勢価
額を示し財務諸表上に再評価額として開示することとなる。一方，土地再評
価による評価差額は土地の属性に由因した投下資金の非回収性保有資産の評
価替による未実現`性を具備した再評価差額金として資金機能を位置付けられ
るのであるが，それらは飽迄企業内部取引による名目的資金なるがゆえに，
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実質的な経営財務効果をもって機能することは不可能である。
3．土地再評価の効果
土地の再評価に係わる効果として，（一）企業の財務的観点から，社会的
規制～例えば，ＢＩＳ規制と財務内容の実態開示がある。ＢＩＳ規制に係わる問
題は，1988年10カ国グループの中央銀行によって取り決められた国際銀行業
務を営む銀行間に求められた自己資本比率に関する合意で，海外営業拠点を
有する銀行にＢＩＳ規制（８％）が義務づけられたことに起因する社会的規
制との関係がある。
土地の再評価に関する法律，第１条この法律は，法人が所有している事業
用土地の再評価に関し必要な事項を定めることにより，金融の円滑に資する
とともに企業経営の健全性の向上に寄与することを目的とする。と述べられ
る如く，事業用土地の再評価の係わる直接的動機は，土地の再評価による
ＢＩＳ規制対策に視点がおかれ，「土地再評価は金融機関の自己資本比率を外
形上高める手っとり早い手段である。しかも従来は存在していながら認識さ
れていなかった含み益を正面から認識する措置ともいえる｣''１と述べている如
く，土地再評価法は，わが国銀行の自己資本比率を向上させ，国際的経済活
動の批判を忌避する当面の手段として対応したものである。
他は，取得原価主義会計情報の歪みに対時した情報開示に係わる問題であ
る。期間計算に主要なる重点がおかれた会計システムにおいて，取得原価に
依拠する期間損益計算上取得原価は取得時点における価額を以って認識され
るのが通常であるが，土地の再評価は，事業用土地の本質的属性（非償却性）
に由因する非費用化資産であるとともに，投下資金回収計算構造の枠外に位
置付けられる。それらは期間損益計算と直接的な関係を有しない項目として
認識されるのである。
総勘定元帳における事業用土地勘定及び貸借対照表上示される事業用土地
勘定は，土地取得時における取得価額をもって記録され，事業用土地勘定及
び貸借対照表上の事業用土地勘定口座において取得価額の累計（投下資金量）
として表示され，土地の実態価額とは全く別個な価額となることがある。会
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計情報の開示という観点から，事業用土地価額の再評価による実態価額の開
示は，企業の財務内容の時価情報の開示による投資意`恩決定`情報の提供を受
けることとなる。但，事業用土地の再評価は貸借対照表上において，再評価
差額の加減に係わる場合においては，期間損益計算上の枠外における認識の
域に位置付けられ，又企業の財務内容構成において実態的変化因として機能
するというより，財務諸表上における実態への接近として意味付けられるこ
ととなる。又貸借対照表上の再評価差額分の増加は土地の再評価によるもの
で，実質的な増減額として認識されるには，売却又はそれらに相当する対応
が必要となる。土地再評価差額の財務諸表効果は再評価差額の実現をもって
実質的な機能を果たすこととなるのであって，事業用土地の保有状況におけ
る再評価差額効果は期間損益計算上においては名目的域内における機能とし
て位置付けられる。但，土地資産の実態価格は，経営財務上評価差額をも内
包した実質的な価額をもって経営財務上機能する。
(1)吉川満「土地の再評価法案」『経理情報」Ｎ0,8199Ｐ2０
4．土地再評価差額と会計
土地の再評価に関する法律第７条「第３条第１項の規定により再評価を
行った法人は，当該再評価を行った事業用土地の再評価額から当該事業用土
地の再評価の直前の帳簿価額を控除した金額を再評価差額金として,政令で
定めるところにより，貸借対照表に計上しなければならない」と規定し，同
土地の再評価に関する法律施行令第３条「法第７条に規定する再評価差額
金は，貸借対照表の負債の部に計上するものとする」と規定され，土地再評
価差額金は貸借対照表上固定負債として計上されることとされている。会計
学上土地再評価差額は投下資金回収計算構造の下においては土地の取得価額
を超える差額は，期間計算を前提とし，(1)土地再評価益又は土地再評価未実
現利益として位置付ける。(2)土地の本質的属性としての非償却性を前提と
し，インフレーション等の貨幣価値変動に関わる土地再評価額は土地の取得
価額の修正一資本修正一一項目として土地再評価差額を認識する見解と同
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法施行令による負債性の認識がある。各々の思考について図示すると
貸借対照表（利益説）貸借対照表（資本説）債
本 ±”'111|鬘 債本４００土地Ⅲ|蟇
損益計算書損益計算書
再評価益４００
(未実現）
貸借対照表（再評価法）
償４００
本±”'１１１|鬘
損益計算書
期間計算構造の下における土地再評価差額（益）は，利益説の下において
は，土地の売却（販売）時点において利益として計上され，損益計算書上に
利益が表示される。一方，資本説は，土地取得価額の再評価による資本修
正として位置付け，再評価による土地勘定及び貸借対照表上の土地勘定の修
正は資本修正による土地再評価差額金の計上となる。それ故財務構造上それ
自体の変化をもたらすと同時に土地再評価差額は再評価による名目的な修正
の域に止まる。
土地再評価差額の固定負債性の認識は，事業用土地勘定の本質的属性（非
償却性と永続性）と期間計算を前提とする会計システムに内包される土地再
評価差額の実現性（再評価による土地価額の認識と実現における客観性の有
無）に土地再評価差額の利益性，又は資本修正性の容認を避けたものと考え
られる。かかる事由として，例えば償却性資産における再評価においては
期間計算に対応したそれぞれの費用化計算が投下資金回収計算上位置付けら
れるのであるが，非償却性に由因する費用化計算上の位置付け（費用化計算
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の枠外）及び土地の永続性と実現性の観点から，妥協の結果として固定性の
認識と一定の拘束性を有する負債性（リスクと他規則との諸関係一税法等）
を加味した，複合的な勘定科目として，土地再評価差額勘定を位置付けたの
である。それ故必ずしも会計学観点からの妥当性，可否を得るというより，
第一義的には，緊急，又経過的政策的色彩の濃い勘定科目と化していること
は否めない。
結 語
土地の再評価に関する法律（平成10年３月31日）法律第34号の制定目
的第１条「この法律は法人が所有している事業用土地の再評価に関し必要
な事項を定めることにより，金融の円滑に資するとともに，企業経営の健全
性の向上に寄与することを目的とする」と述べられる如く，企業~特に金
融関連企業の所有する事業用資産の再評価による金融の円滑化と健全性の維
持効果に資する手段の確保としたのである。
すなわち，同法第７条（再評価差額金）「－当該再評価を行った事業用
土地の再評価額から当該事業用地の再評価直前の帳簿価額を控除した金額を
再評価差額金として－貸借対照表に計上しなければならない｡」
再評価差額について総勘定元帳の土地勘定を示すと，
土地（再評価前）土地（再評価後）
１００
３００
(再評価差額）
４００
××４００
100
400
貸借対照表(再評価前） 貸借対照表(再評価後）
｝諸土 負資 債本150100
250
｝口地 諸士 負資150300
450
債
本
口
地250
￣
250
450
450
土地の再評価にともなう再評価差額は，財政状態を一覧表示する貸借対照
表上の財務効果の変化と財務`情報の開示に有効なる機能を果すこととなる。
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反面，期間計算を前提とする会計システムにおいて，土地の属性としての非
償却`性資産に係わる再評価は，本質的（直接的）損益計算システムとは直
接的に関与することなく，又再評価差額の計上自体，直接的な経済取引とし
て認識されない。それ故，土地の再評価差額は貸借対照表項目の名目的修正
(再評価）にしかすぎないこととなる。
土地の再評価に関する法律の目的とする金融の健全化と円滑化指向と再評
価差額の関係は（一）社会的規制としてのＢＩＳ（国際決算銀行業務）規制に
よる財務構成の是正にあった。すなわち国際銀行業務を営む銀行に要請され
る自己資本比率－８％（貸出額に対する｡）に対時した施策で，事業用土
地再評価による再評価差額をもって充当することにより達成をはかったので
ある。例えば，第一勧業銀行（6,303億9,900万円）東京三菱銀行（4,326億
1,800万円）住友銀行（3,745億3,100万円）の再評価差額金をそれぞれ計上し
た。但，これらの土地の再評価による再評価差額は土地の時価と取得価額の
乖離による価額差の企業内修正による対応の域に止まり，社会的規制として
の８％に対する根本的な解決策とはならなかったのである。
（平成10年９月）
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